
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２３年度 統計法施行状況報告 
（緊急ニーズへの対応関連部分の抜粋） 

 
 
 
 
 

 

次頁以降の表中における「実施済・検討中等の別」の区分については、以下の

とおり。 

 

ア「 実 施 済 」：平成23年度末までに、基本計画に掲げられた内容に沿った形

で、所要の措置を講じたもの 

イ「実施予定①」：平成23年度末までには実施に至らなかったものの、現行の基

本計画期間である平成25年度末までには実施済みとなること

が見込まれるもの 

ウ「実施予定②」：現行の基本計画期間である平成25年度末までに実施すること

は困難と考えられるものの、次期基本計画期間以降には実施可

能と見込まれるもの 

エ「実施困難」：検討の結果、基本計画に掲げられた内容に沿った形での実施

は困難なもの 

オ「 検 討 中 」：実施の可否の判断を含め、平成24年度も引き続き検討が必 

要なもの 

カ「継続実施」：「平成○年度から実施する」のように、基本計画では実施時

期に具体的な期限が設定されておらず、毎年度、継続的に措

置・取組を講ずることが求められているもの 
 
 
  

資料４－１ 



1 

 
項  目 

 

 
具体的な措置、方策等 担当府省 

 
実施時期 

第３ 
２ 統計リソースの
確保及び有効活
用 
(1) 統計リソース
の確保及び配分
の在り方並びに
有効活用 
オ 緊急ニーズへ
の対応 

○ 緊急ニーズが生じたときは、原則として、行政記録情報
等及び既存統計調査結果を活用する。 
  その際、既存統計の特別集計に加え、継続的に実施さ
れている統計調査に対する調査事項の付加や、附帯調査
として実施することについても検討する。調査が複数府省
の所管になる場合には、必要に応じ総務省が調整を図る。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

関係府省 平成21年度か
ら実施する。 

○ 上記により難く、新たな統計調査の承認が申請された
場合には、承認審査事務を簡素化・迅速化することにより
対応する。 
 

総務省 平成21年度か
ら実施する。 

  



2 

 
平成 23 年度中の検討状況又は進捗状況 

 

実 施 済 ・

検討中等

の別  

実施予定・検討中 

とした事項の今後 

の見通し等 

 
備 考 

○ 東日本大震災において、以下の対応を実施 
 ・平成 22 年国勢調査（速報）及び平成 21 年経済センサス‐基
礎調査に基づき、青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県
及び千葉県における浸水による被災地域の統計地図を作成
し、各県に提供するとともに、統計局等ホームページに掲載。 

 ・平成 21 年経済センサス‐基礎調査について、青森県、岩手
県、宮城県、福島県、茨城県及び千葉県における全域及び
浸水による被災地域に関する特別集計を実施。また、これらの
県における町丁・大字別の産業別全事業所数及び従業者数
等について、他の都道府県結果に先立ち公表・提供した。 
 ・平成22年国勢調査について、岩手県、宮城県及び福島県に
おける町丁・字等別の男女・年齢別人口等並びに産業別就業
者等について、確報に先立ち概数の集計を実施。また、これ
らの県における確報値について、全国結果に先立ち公表・提
供した。 
 ・住民基本台帳を活用し、岩手県、宮城県及び福島県を中心
とした東日本大震災後の人口移動への影響について特に分
析を行い、各県、関係機関に公表・提供した。 
 ・平成24年就業構造基本調査について、東日本大震災と雇用
との関係を把握するため、震災による離職等の状況や避難の
状況を追加。 
 ・平成25年住宅・土地統計調査について、有識者を含めた「平
成 25 年住宅・土地統計調査に関する研究会」を開催し、震災
による住居の移転なども含め新規調査事項について検討中。
【総務省（統計局）】 
○ 以下について資料を作成し、ホームページで公表した。 
 ・東日本大震災における津波により流失、冠水等の被害を受け
た農地の推定面積（県別及び市町村別） 
 ・東日本大震災に伴う被災４県（岩手県、宮城県、福島県及び
茨城県）の農業産出額 
 ・東日本大震災に伴う被災地域における市町村別漁業経営体
数、漁業就業者数、水産加工場数及び冷凍・冷蔵工場数 
 ・東日本大震災と農林水産業基礎統計データ（図説） 
 ・東日本大震災による農業経営体及び漁業経営体の被災・経
営再開状況（平成 23 年７月 11 日現在） 
 ・東日本大震災に伴う被災６県における津波被災市町村及び
津波被災農業集落の主要データ 
 ・東日本大震災に伴う被災７道県における漁業地区別漁業経
営体数、漁業就業者数、養殖種類別経営体数と養殖面積、
水産加工場数及び冷凍・冷蔵工場数等 
 ・東日本大震災に伴う農林水産統計の対応について一覧で整
理し、毎月情報提供 
 ・東日本大震災に伴う被災農地の復旧完了面積（平成 24 年３
月 11 日現在） 
 ・東日本大震災による農業経営体及び漁業経営体の被災・経
営再開状況（平成 24 年３月 11 日現在） 
○ 被災農業経営体及び漁業経営体の経営復興状況に関する
定点調査の実施及び被災地域の農業産出額等の市町村別統
計の作成について検討を開始。【以上農林水産省】 
○ 平成 23 年３月 11 日の東日本大震災に関連して、被災地域
の産業規模についての既存統計の特別集計、被災地及び被災
地以外で分けて作成した鉱工業生産指数（試算値）等、被災地
域の状況や復興状況を分析するための資料を作成し、専用ホー
ムページに整理して随時追加公表した。【経済産業省】 
〔他府省では、平成 23 年度における該当実績はない。〕 

継続実施 －  

○ 直接該当する承認申請事例はなかったが、新たな統計調査
の承認が申請された場合には、承認審査事務を簡素化・迅速化
することにより対応予定。 
 

継続実施 －  
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